
Ⅵ　所属別主要事業

（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

生活困窮者自立支援
事業

19,100
生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者からの相談を

受けるとともに、地域の関係者と協働しながら、自立に向け
た支援を実施する。

新
中山間地域における
見守り体制のDX化推
進事業

8,000

人口減少や高齢化が著しく進む中山間地域において、住民
に対する適切な福祉サービスの提供を図るため、デジタル技
術を活用した訪問活動・業務のリモート実施等による新たな
福祉活動モデルを創出する。

重度心身障害者医療
対策費

2,248,043
重度心身障害者が安心して必要な医療を受けられるよう、

医療費の自己負担分の全部又は一部を助成する。

乳幼児医療対策費 605,518
子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、乳幼児医療費

の自己負担分の全部又は一部を助成する。（小学校就学前ま
で対象）

ひとり親医療対策費 287,690
ひとり親家庭の人が安心して必要な医療を受けられるよ

う、医療費の自己負担分の全部又は一部を助成する。

生活福祉資金貸付事
業費補助

26,225
低所得世帯等が経済的に自立し、安定した生活が営まれる

よう、県社会福祉協議会が行う資金貸付事業に補助する。

社会福祉研修事業 55,147
多様化・高度化する福祉・介護ニーズに的確に対応できる

人材の養成及び定着を図るため、社会福祉研修を実施する。

福祉サービス第三者
評価推進事業

234
福祉サービスの質を公正・中立な第三者が評価する福祉

サービス第三者評価事業におけるさらなる事業推進体制の強
化、普及啓発を行う。

福祉人材センター運
営事業

36,117
県社会福祉協議会に設置した福祉人材センターにおいて、

地域での福祉サービスに対する理解を深め、新たな福祉人材
の育成、潜在福祉人材の就労促進を図る。

地域共生社会推進事
業

135,481
年齢や性別、障害の有無等に関わりなく、地域の誰もが自

分らしく活躍し、共に支え合いながら、安心して暮らし続け
られる地域共生社会の実現に向けた取組を推進する。

災害時福祉支援体制
整備事業

9,800

被災者に切れ目のない一貫した福祉支援を行うため、「災
害福祉支援センター」の運営を支援し、災害派遣福祉チーム
（ＤＷＡＴ）や災害ボランティアセンターの機能強化を行
う。

介護人材確保総合対
策事業

44,661
不足する介護人材の確保に向けて、学生等の新たな人材の

参入促進など多様な人材の確保・育成、福祉・介護の魅力発
信による職業イメージの向上等の総合対策を実施する。

外国人介護留学生
マッチング支援事業

9,260
質の高い介護人材の安定的な確保に向け、ベトナム・ビン

ズン省と連携し、介護施設における介護留学生の受入れ促
進、就労の定着を図る。

生活保護扶助費 389,810

郡部（周防大島町を除く）において生活保護を必要として
いる人に対し、国の定める基準に基づき、最低限度の生活が
できるように保障するとともに、自立した生活を送ることが
できるように支援する。

生活保護費負担金 416,855
生活保護を必要としている居住地のない人に対し、市町が

支出した保護費等の一部を負担する。

新
福祉総合相談支援セ
ンター一時保護施設
整備事業

74,713
国基準で定められた設備基準に沿って、一時保護施設の改

修整備を行う。

新
山口県環境保健セン
ター施設整備事業

64,324
老朽化した施設の建替えにより、感染症の拡大や環境問題

への対応力等を強化するため基本設計を実施する。

救護施設光熱費高騰
対策支援事業

1,000
救護施設において、質の高いサービス等が継続できるよ

う、光熱費高騰に対する支援金を支給する。

厚政課
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

周産期医療体制総合
対策事業

210,668
妊産婦・新生児の病態に応じた適切な医療を提供するため、総

合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療提供体制の強
化、正常分娩等に対応する助産師の活用等を推進する。

新
産科医療機関確保事
業

30,412
身近な地域で安心して出産できる環境を確保するため、正常分

娩から中リスク分娩まで幅広く妊婦を受け入れている産科医療機
関に対して重点的な支援を実施する。

妊産婦アクセス支援
事業

9,000
遠方（概ね60分以上）の分娩取扱施設で出産する必要がある妊

婦に対して、交通費及び宿泊費の支援を実施する。

小児医療対策事業 179,758
小児の初期救急医療体制から二次救急医療体制、三次救急医療

体制までを整備するとともに、夜間における小児救急医療電話相
談等を実施し、小児医療体制の充実を図る。

産婦人科・小児科オ
ンライン相談支援事
業

28,084
妊産婦や小児の医療面での悩み等に対応できるよう、ＳＮＳの

機能を活用し、時間や場所の制約なく気軽に産婦人科・小児科医
へ相談できるオンライン相談支援体制を整備する。

感染管理体制強化事
業

8,000
感染管理の要となる認定看護師を養成し、県全体の感染管理体

制を強化する。

若手医師確保総合対
策事業

274,599

県内医師の高齢化が進む中、医師の各養成過程に応じた、総合
的な若手医師確保策を推進する。
  ・県内出身の医学生に対する医師修学資金の貸与
  ・医学生・研修医に向けた合同説明会の開催
  ・外科医の手術手技向上に資する設備整備への支援　等

医師就業環境整備総
合対策事業

37,478

病院勤務医等の就業環境改善、女性医師の出産・育児等による
離職防止やキャリア支援のため、各種施策を実施する。
　・病院勤務医等の就業環境整備に取り組む医療機関への支援
　・育児との両立、キャリア形成等に関する相談窓口の設置

新
医師派遣体制確保重
点支援事業

81,000

地域医療提供体制の確保を図りながら、医師の働き方改革を推
進するため、長時間労働医師が所属する医療機関に対する医師派
遣や、多領域の研修を行う専門研修基幹施設等の勤務環境改善の
取組を支援する。

救急勤務医支援事業 28,000
若手を中心とした医師のさらなる確保のため、医師の高齢化等

により、近年、特に厳しい勤務状況にある救急病院等において、
休日・夜間の救急医療に従事する医師の処遇改善を支援する。

持続可能なへき地医
療促進事業

81,885
医療資源が限られる山村・離島等のへき地において、持続可能

な医療提供体制の確保を促進する。

看護師等修学資金貸
与事業

104,890
新卒看護職員の県内就業・定着を図るため、県内の医療機関等

において看護業務に従事しようとする看護学生に対し、修学上必
要な資金を貸与する。

看護師等養成事業 179,708
看護師等養成所の教育内容を充実し、質の高い看護職員を養成

するため、看護師等養成所の運営費を助成する。

拡
看護職員確保促進事
業

20,884
看護職員の確保を図るため、中高生等への普及啓発や看護職員

の離職防止対策、再就業支援、県内医療機関の魅力を伝えるフェ
ア等を実施する。

看護職員県内定着促
進事業

3,530
県内看護職員の更なる確保・定着を図るため、200床未満の中

小病院等への就業や県外看護学生等のＵターンを支援する。

看護職員資質向上推
進事業

34,235

看護職員の資質向上を図るため、新人看護職員研修への支援、
専門性の高い看護師の育成支援等を実施する。
　・新人看護職員の臨床研修に対する支援
　・認定看護師等が幅広く活躍できる登録・派遣体制の構築　等

医療政策課
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

医療勤務環境改善支
援事業

112,678

医師・看護師等医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図る
ため、医療機関における勤務環境改善への取組を支援する。
　・医療勤務環境改善支援センターの運営
　・病院内保育所の運営費への助成　等

ドクターヘリ運航支
援事業

344,923
より迅速な救急医療・災害医療や適切な高度医療を提供するた

め、ドクターヘリ運航主体である山口大学に対して運航委託経費
を補助し、ドクターヘリの運航を支援する。

拡
救急休日夜間医療対
策事業

117,857

地域における救急医療や災害医療の提供体制の充実に向けた取
組を実施する。
　・救命救急センター等における設備整備への助成
　・災害医療を担う人材を育成する研修の実施
　・災害支援ナースの研修や派遣調整の実施　等

がん検診受診促進強
化対策事業

20,903
がんの早期発見・早期治療のため、がん征圧月間（９月）にお

ける全県的な普及啓発キャンペーンや、受診しやすい環境整備に
向けた休日・平日夜間がん検診等を実施する。

女性と働く世代のが
ん検診キャンペーン
推進事業

12,000
がん検診受診率の向上に向けて、30代の子宮頸がん検診受診率

70%を目指すキャンペーン等により女性への普及啓発を強化する
とともに、職場でのがん検診の受診促進を図る。

がん医療体制整備事
業

50,597
様々ながんの病態に応じて質の高いがん医療を受けることがで

きるよう、人材育成や体制整備を推進するとともに、がんの罹患
状況の正確な把握のため、全国がん登録の実施体制を整備する。

がん患者ＱＯＬ向上
支援事業

18,938
がん患者と家族等の療養生活の質（ＱＯＬ）の向上を支援する

ため、相談支援体制の充実、アピアランスケアの推進、妊よう性
温存治療への支援に取り組む。

地域医療構想推進事
業

6,888
地域医療構想の実現や、保健医療計画を推進するため、医療関

係者等が協議を行う「地域医療構想調整会議」等を開催し、より
効率的で質の高い医療提供体制の構築を促進する。

医療機能分化連携推
進事業

483,784
地域医療構想の実現に向け、回復期病床への転換等のために行

う医療機関の設備整備費、自主的な病床機能再編の取組への給付
金を助成する。

在宅医療提供体制充
実支援事業

35,466
県民が住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができる

よう、多職種が連携した包括的な在宅医療の提供体制を整備する
とともに、在宅医療に対する県民の理解促進を図る。

訪問看護提供体制推
進事業

12,000
地域における訪問看護提供体制の安定化と推進を図るため、訪

問看護総合支援センターを設置し、訪問看護ステーションの活動
を支援する。

移植医療推進事業 3,938
移植医療推進のため、県臓器移植コーディネーター設置等によ

り、正しい知識の普及啓発や医療機関の体制整備を支援する。

へき地医療体制整備
事業

79,745
山村、離島等のへき地において持続可能な医療提供体制を構築

するため、へき地診療所の整備や運営に対する支援を実施する。

地域医療介護総合確
保基金積立金

1,224,942
医療と介護の提供体制を確保するため、地域医療介護総合確保

基金の積立を行う。

公的医療施設等施
設・設備整備事業

16,405
公的医療機関等の地域の中心的な医療機関の施設・設備を整備

することにより、地域の医療機能の充実確保を図る。

経済連携協定に基づ
く外国人看護師候補
者就労支援事業

3,021
経済連携協定(ＥＰＡ)に基づく外国人看護師候補者の受入施設

に対し、就労・研修体制の充実を図るため、研修指導者経費や日
本語研修に係る経費等を助成する。
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

後期高齢者医療対策費 20,601,848
後期高齢者医療広域連合に対し、後期高齢者医療制度被

保険者に係る医療費について一定割合を負担する。

後期高齢者医療保険基
盤安定化対策費

4,903,118

後期高齢者医療制度の運営の安定化を図るため、低所得
者の保険料軽減額(7割、5割、2割)及び被用者保険の被扶養
者であった者の保険料軽減額（5割）の一定割合を負担す
る。

後期高齢者医療高額医
療費共同事業

1,517,143
高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財

政リスクの緩和を図るため、政令で定める額を超える医療
費の一定割合を負担する。

後期高齢者医療財政安
定化基金事業

326,331

保険料未納や給付増等による財源不足への対応、及び保
険料増加抑制を目的とした貸付・交付を行うため、県に基
金を設置し、後期高齢者医療広域連合の保険財政の安定化
を図る。

国保基盤安定化対策費 4,865,348

国民健康保険制度の運営の安定化を図るため、保険料
（税）軽減相当額、保険料(税)軽減被保険者数に応じた平
均保険料（税）及び未就学児の保険料（税）軽減相当額の
一定割合について、一部を負担するとともに、政令で定め
る額を超える医療費に係る費用の一部を負担する。

国保被保険者負担軽減
対策費助成事業

308,452
国保被保険者の保険料（税）の負担軽減を図るため、福

祉医療費助成制度の実施に伴う国保国庫負担金の減額相当
額について、その一部を市町に対し助成する。

都道府県繰出金 5,728,068
国保財政の安定化を図るため、また、医療費適正化等市

町の事業の実施状況その他の事情を勘案して、財政調整を
行う。

国民健康保険特定健康
診査等負担金繰出金

143,043
医療費適正化、保険財政安定を図るため、国保の特定健

診及び特定保健指導に要する経費の一部を負担する。

原爆被爆者介護保険利
用料助成事業

70,611
訪問介護サービス等の福祉事業における原爆被爆者の負

担が増大することのないよう、介護保険の利用者負担額を
助成する。

原爆被爆者対策事業 9,067
原爆被爆者等の保健福祉の向上のため、被爆者援護事業

に対する助成等を実施する。

医療施設スプリンク
ラー等整備事業

42,383
入院患者の安全を確保するため、スプリンクラー等の整

備を支援する。

県立病院機構運営費負
担金

2,408,769

良質な医療を、将来にわたって安定的かつ継続的に提供
していくため、地方独立行政法人山口県立病院機構に対
し、法律に基づき必要な経費を負担する。
　・救急医療、へき地医療、精神医療等

県立病院機構補助金 73,138
地方独立行政法人山口県立病院機構に対し、国庫補助事

業に係る経費を交付する。
　・周産期医療、感染症医療等に要する経費

拡 県立病院用地整備事業 1,253,717
県立総合医療センターが将来にわたって本県医療の中核

的役割をしっかりと果たすよう、一層の機能強化を図るこ
ととし、新病院建設に必要となる病院用地を整備する。

医療機関等光熱費高騰
対策支援事業

998,780
医療機関等において、質の高いサービス等が継続できる

よう、光熱費高騰に対する支援金を支給する。

医務保険課
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（単位：千円）

予算額 事　　　業　　　概　　　要

生涯を通じた健康づく
り推進事業

6,581

県民一人ひとりが意欲を持って健康づくりに取り組めるよ
う、健康づくりの「見える化」・「日常化」を一層推進する
とともに、市町や保険者、関係団体、企業との連携を強化
し、県民誰もがそれぞれの年代等に応じた健康づくりに積極
的に取り組める環境づくりを進める。

やまぐち健幸プロモー
ション推進事業

5,539
健康寿命延伸に向け､「やまぐち健幸アプリ」を活用した

様々なプロモーションを展開し､全県的な健康づくりの機運
醸成を図る。

やまぐち健診（検診）
受診総合促進事業

17,297

健診（検診）受診を通じた疾病の予防・早期発見により、
県民の健康寿命延伸を図るため、これまで、各健診（検診）
ごとに行われてきた受診促進のための取組を総合的に実施す
ることで、更なる受診率の向上を図る。

地域保健研修等事業 1,797
生活習慣病予防対策の充実・強化や、新たな健康課題に適

切に取り組むための人材を育成し、均質な保健サービスを県
民が受けられる環境づくりを推進する。

健康やまぐち食環境整
備推進事業

7,000
健康に関心の薄い者でも自然に健康になれる環境等を整備

し、健康寿命を延伸させるため、中食・外食関係民間事業者
への支援や働く世代等への働きかけを行う。

新 ＣＯＰＤ対策推進事業 8,500
ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）の死亡率減少を目指し、予

防や潜在患者の早期発見に向けた啓発の促進や、適切な治療
を早期かつ継続的に受けられる診療連携体制の整備を図る。

新
脳卒中・心臓病等総合
支援事業

5,174

循環器病患者を中心とした包括的な支援体制を構築するた
め、新たに設置された「脳卒中・心臓病等総合支援セン
ター」と連携し、循環器病対策に係る取組を総合的に推進す
る。

地域歯科保健医療連携
推進事業

15,687
在宅歯科保健医療の充実を図るため、地域における関係機

関の連携体制を強化するとともに、専門知識と技術をもった
人材の確保・育成を図る。

拡
健口スマイル運動・口
腔保健推進事業

38,334

本県独自の県民運動である「健口スマイル」運動の推進の
ため、引き続き官民連携で取組を進めるとともに、生涯を通
じた歯科口腔保健施策の展開とインクルーシブな歯科口腔保
健の実現を図る。

結核予防対策特別促進
事業

9,538
結核のまん延防止を図るため、健康診断を実施した学校等

へ補助するとともに、結核患者の服薬確認等を実施すること
により治療の成功につなげる。

結核医療事業 17,447
結核患者の医療費負担を軽減し、安心して適正な医療を受

けられるように、結核医療費を公費で負担する。

結核管理事業 5,778
患者発見時に、患者家族及び仕事、余暇、その他で接触が

密接であった者等に対して結核健康診断を実施し、結核のま
ん延を防止する。

感染症予防対策事業 43,000
感染症の患者調査や正しい知識の普及などを行うことによ

り、感染症の発生予防やまん延防止などに取り組む。
　・新型インフルエンザ対策　等

感染症医療対策事業 79,812
感染症患者の医療費、療養費及び感染症指定医療機関の運

営費等の負担を軽減する。

感染症危機対応力強化
事業

110,085
新型コロナ対応の経験を踏まえ、次の新たな感染症による

健康危機に対応するため、関係機関連携による保健医療提供
体制の整備を始めとした、総合的な感染症対策を推進する。

新
感染症情報発信・周知
啓発推進事業

6,036
県民等の、多くの感染症に対するリテラシーの向上と、感

染症の発生・まん延防止に向けた危機管理意識の醸成のた
め、感染症についての正しい知識・情報を発信する。

感染症発生動向調査事
業

43,579
感染症の情報を収集・分析し、必要な情報を提供及び公開

していくことにより、感染症に対する有効かつ的確な予防対
策を図り、多様な感染症の発生・拡大を防止する。

試験検査機器等更新事
業

31,001
環境保健センター等における、各種検査機器等の計画的な

更新を実施する。

健康増進課

事業名
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肝炎対策推進事業 131,680

肝炎の早期発見･早期治療を図る総合的な肝炎対策を推進
する。
　・肝炎ウイルス検査の受診促進
  ・抗ウイルス治療に係る医療費の一部を助成　等

風しん予防対策事業 2,536
妊娠を希望する女性等へ風しん抗体検査を実施し、風しん

の免疫がない方に風しんワクチン接種を推奨することで先天
性風しん症候群の発生を予防する。

ＨＰＶワクチン接種促
進事業

5,128
女性の妊娠・出産に大きく影響する子宮頸がん罹患を予防

するため、ＨＰＶワクチンの接種促進に向けた積極的勧奨を
実施する。

エイズ予防対策推進事
業

1,818
エイズに関する正しい知識の普及啓発及び検査・相談を行

うとともに、患者・感染者が安心して医療等が受けられるよ
う治療拠点病院を中心とした医療体制の充実を図る。

予防接種事故救済措置
事業

48,855
予防接種法に基づく予防接種を受けた者に健康被害が生

じ、その健康被害が予防接種を受けたことによるものである
と厚生労働大臣が認定した者に対し、医療費等を給付する。

難病患者治療研究事業 3,156,914
難病患者の医療費及び介護費用（医療系サービスのみ）に

ついて、自己負担分の全部又は一部を公費負担する。

難病対策推進事業 16,842
難病患者が安心して療養できるよう、適切な医療・相談体

制を整備し、患者の社会参加や自立支援の促進を図る総合的
な難病対策を推進する。

こどものアレルギー疾
患対策基盤強化事業

3,328

小児をはじめとしたアレルギー疾患患者が安心して生活で
きる地域社会を構築するため、居住地域にかかわらず、科学
的知見に基づく適切な医療や情報を提供可能な環境を整備す
る。

ハンセン病対策事業 1,989
療養所入所者及びその家族・元患者に対する福祉・医療対

策を充実するとともに、差別・偏見の解消を図り、患者の社
会復帰の促進、ハンセン病問題の早期解決を図る。

健康増進事業 33,396
健康増進法に基づき市町が実施する健康増進事業（健康教

育、健康診査等）に要する費用を補助することにより、県民
の疾病予防や健康増進を図る。

精神障害者援護事業 2,478,512
精神障害者に対して病院又は診療所における精神通院医療

費等の一部を負担し、適正な医療の提供と普及を行うこと
で、早期治療、早期退院、再発防止を図る。

地域自殺総合対策事業 22,348
「山口県自殺総合対策計画」に基づき、普及啓発や人材養

成、自殺未遂者等対策、市町の取組への支援等を推進すると
ともに、引き続き、若年層への重点的取組を実施する。

ひきこもり支援事業 1,424

県精神保健福祉センターに設置した「ひきこもり地域支援
センター」を中心に、段階に応じた支援を実施するととも
に、市町のひきこもり支援体制構築を推進するため、市町へ
の後方支援や人材養成を行う。

精神科救急医療総合対
策事業

76,739

精神障害者や精神保健に課題を抱える方が安心して地域で
暮らすことができるよう、精神疾患の急性発症時に適切な救
急医療を受けられる体制を整備するとともに、入院患者への
訪問により早期退院に向けての支援を実施する。

精神保健福祉活動推進
事業

46,127

精神障害者の早期治療、社会復帰、社会参加の促進のため
訪問指導を行うとともに、県民からの心の悩みに関する相談
に応じる。また、精神障害者保健福祉手帳交付により、各種
の支援策を講じる。

新
災害派遣精神医療チー
ム体制整備事業

3,180

　大規模災害発生時に被災地域へ専門性の高い精神科医療及
び精神保健活動の支援を行うため、災害派遣精神医療チーム
（ＤＰＡＴ）の養成と養成後の質を確保するための訓練、研
修等を実施。

身体障害児育成医療給
付事業

9,222
障害者総合支援法に基づき、市町が支給する自立支援医療

費（育成医療）の費用を一部負担することにより、身体障害
のある児童等の障害の状態の軽減を図る。

事業名
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血液対策事業 2,749

献血推進計画に基づき、若年層の献血に対する理解を深
めるとともに、意識の向上を図るための対策を実施する。
　・献血運動推進強調月間等におけるイベント等の開催
　・献血推進ポスター・作文の募集
　・県内の全高等学校を対象とした献血セミナー開催の要
　　請
　・県内の高校生を対象に献血体験会等の開催　等

医薬品等品質向上確保
対策事業

6,090

高品質で安全な医薬品等を供給するためのＧＭＰ調査を
実施するとともに、調査体制の充実を図る。
　・国際基準に対応したＧＭＰ調査の実施
　・医薬品試験検査体制の維持管理　　等

「ＮＯドラッグ！」推
進事業

1,207

覚醒剤・大麻・危険ドラッグ等の薬物乱用を防止するた
めの対策を実施する。
　・薬物乱用防止教室の実施
　・｢ダメ｡ゼッタイ｡薬物乱用｣県民キャンペーンの実施
　・薬物乱用防止ポスター・標語の募集　等

若年層を対象とした薬
物乱用対策強化事業

5,297

若年層に対する薬物乱用対策をより強化するため、大学
生等と協働の下、デジタルツールを活用し、より効果的な
対策を実施する。
　・デジタルツール（ｅラーニングシステム）を活用した
　　大学生が受講可能な教育コンテンツを配信
　・薬物情勢の変化に応じた啓発動画等の発信
　・関係機関との連携会議を通じた対策の推進

薬学的な健康サポート
推進事業

3,834

医療だけでなく、健康管理にも精通し、医療、健康、保
健等から総合的に対応できる薬剤師を確保・見える化する
とともに、効果的な健康サポートにより、医療及び健康の
両面から県民を支援する。
　・山口県健康エキスパート薬剤師の登録・公表
　・薬と健康相談キャンペーンの開催
　・まちなか健康サポート推進モデル事業

地域医療を担う若手薬
剤師確保・育成事業

11,088

薬学生と薬剤師の交流促進、地域の病院・薬局とのマッ
チング、奨学金返還補助制度、就職後のスキルアップ支援
など、薬学生の県内就職から定着まで一貫した支援を行
い、若手薬剤師の確保・育成を総合的に推進する。

地域医薬品提供に係る
ＩＣＴ活用支援事業

930

へき地等で近くに薬局がない「薬局空白地域」における医
薬品等の提供体制を構築するため、オンライン服薬指導な
どＩＣＴを活用したサービスを実装し、誰もがどこでも安
心して医薬品等を使用できる仕組みづくりを支援する。

薬工連携医薬品産業強
化事業

6,639

県内医薬品産業の強化に向け、山口東京理科大学の薬工
連携教育を活用した人材育成を実施するとともに、県内製
造所の医薬品生産支援を実施する。
　・薬工連携ＧＭＰカレッジによる人材育成
　・学生向け県内製薬企業研究セミナーの開催
　・輸出医薬品のＧＭＰ相談等による新規生産支援　等

薬局光熱費高騰対策支
援事業

31,241
薬局において、質の高いサービス等が継続できるよう、

光熱費高騰に対する支援金を支給する。

薬務課
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生涯現役社会づくり推
進加速化事業

28,475

県版「ねんりんピック」を開催するとともに、社会参加
を促す呼びかけや情報提供等を行う「生涯現役社会づくり
推進サポーター」を養成することにより、「生涯現役社会
づくり」の推進を加速化する。

いきいき高齢者地域活
動支援事業

13,866
県及び市町の老人クラブ連合会等が行う事業を支援する

ことにより、高齢者の知識、経験等を生かした、生きがい
と健康づくりのための多様な社会活動を促進する。

地域支援担い手育成加
速化事業

9,688
老人クラブを中心とした高齢者が、生活支援サービス等

の担い手として活躍できるよう、各市町とのマッチング会
議の開催やＳＮＳを活用した情報発信技術の研修を行う。

地域包括ケアシステム
基盤整備事業

1,057,984

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護提供体制基
盤の整備を充実・加速化するため、「地域医療介護総合確
保基金」等を活用し、施設整備及び開設準備経費に対する
助成を行う。

介護保険利用者負担軽
減対策事業

18,563
低所得の高齢者が安心して介護サービスを利用できるよ

う、社会福祉法人が提供するサービス等について、利用者
負担の軽減等を行う市町に対し、その経費を助成する。

低所得者保険料軽減負
担金

399,936
介護保険法の規定に基づき、市町が減額した介護保険料

の1/4を負担する。

介護支援専門員養成事
業

21,431
介護支援専門員の新規養成を進めるとともに、介護支援

専門員に対する研修を実施し、資質の向上を図る。

介護給付費負担金 20,368,151
介護保険法の規定に基づき、市町の介護給付費等に要す

る費用の12.5％（施設等給付費は17.5％）を負担する。

介護保険財政安定化基
金貸付金

78,427
保険料収納率の悪化や給付費見込を上回る増大に起因す

る財政不足に対し、所要の資金の交付又は貸付を行う。

介護保険制度総合推進
事業

8,661
保険者である市町が介護保険制度を円滑かつ安定的に運

営するための支援を行う。

地域支援事業交付金 1,195,422
要支援・要介護状態になることを予防し、地域で自立し

た日常生活を営むことができるよう支援するために市町が
実施する地域支援事業に要する費用の一部を交付する。

地域包括ケアシステム
推進強化事業

58,278

高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で安心し
て暮らせるよう、地域包括ケアシステムの推進に向け、シ
ステムを支える人材の確保・育成や、サービスの円滑な提
供に向けた取組を推進する。

新
介護生産性向上推進総
合事業

688,214

介護事業所が、将来にわたり持続可能で充実したサービ
スを提供できるよう、介護テクノロジー（ＩＣＴ・ロボッ
ト）の活用と定着を通じた「介護現場の生産性向上」を推
進する。

認知症施策総合推進事
業

21,822

認知症の人やその家族が希望をもって暮らせる社会の実
現を推進するため、認知症の理解促進と本人発信支援、人
材の育成、広域的支援・相談体制の整備、若年性認知症対
策を図り、総合的に施策を推進する。

認知症疾患医療セン
ター事業

26,012
県内８医療圏域に「認知症疾患医療センター」を設置

し、早期診断の推進と適切な医療を提供する体制を整備す
るとともに、医療と介護の連携を強化する。

介護施設等光熱費高騰
対策支援事業

342,285
介護施設等において、質の高いサービス等が継続できる

よう、光熱費高騰に対する支援金を支給する。

介護施設等食材料費高
騰対策支援事業

533,905
介護施設等において、利用者への食事提供に影響が生じ

ないよう、食材料費の上昇分を支援する。

長寿社会課
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障害者安心生活支援
事業

1,148
市町へのアドバイザー派遣を通じた相談支援体制の整備を図ると

ともに、研修を通じた相談支援に関する基盤整備を行い、障害者が
安心して自立し社会参加できる環境を整備する。

障害者いきいきサ
ポート事業

37,927

相談支援、生活訓練、情報保障等の社会参加促進施策を総合的に
実施する。
  ・相談支援事業、生活訓練等事業
　・意思疎通支援者養成事業

あいサポート運動推
進事業

4,287
障害者がいきいきと活躍できる地域社会の実現を図るため、誰も

が障害に対する理解を深め、配慮を実践する「あいサポート運動」
を推進する。

新
ブレイクスルー！障
害者アート躍進事業

9,000

障害者の文化芸術活動を通じたさらなる社会参加と自立の促進を
図るため、障害者芸術文化活動支援センターの設置を行い、支援の
枠組みを整備することにより、障害者の文化芸術活動の普及を推進
する。

やまぐちパラアス
リート支援事業

1,000

パラリンピックやデフリンピックなど、世界レベルの大会で活躍
することを目指して活動している選手を「やまぐちパラアスリー
ト」として支援するため、遠征費や強化費等の活動経費の一部を助
成する。

障害者スポーツ県民
参加推進事業

8,674
スポーツを通じた障害者の社会参加と県民理解の促進を図り、双

方が障害者スポーツに参加しやすい環境づくりを推進する。

全国障害者スポーツ
大会派遣事業

17,960
第24回全国障害者スポーツ大会「わたＳＨＩＧＡ輝く障スポ２０

２５」へ山口県選手団を派遣する。
　・会期：10月25日～27日

こどものパラスポー
ツ体験事業

13,000

障害のあるこどもとないこどもの交流、相互理解の促進に向けた
パラスポーツ体験機会の提供を行う。
　・パラスポーツ体験イベントの開催
　・市町が主催するパラスポーツイベントへの補助

障害者ICTサポート総
合支援事業

5,226
障害者ICTサポートセンターの設置や地域におけるICT機器の操作

支援などの体制を充実させることで、障害のある方のICT機器の利
用機会の拡大や活用能力の向上を図る。

障害者自立支援給付
費

8,398,665
障害者の福祉の増進を図るため、介護給付費や自立支援医療費等

の市町が要する障害福祉サービス費等の費用について負担する。

障害児通所給付費 2,019,689
障害児に必要な発達支援を行うため、児童発達支援や放課後等デ

イサービス等の市町が要する障害児通所給付費等の費用について負
担する。

障害者就業・生活支
援センター運営事業

42,942
障害者の就職や職場定着に向けて、就業に伴う日常生活・社会生

活上の支援を実施する。
　＜実施箇所＞障害者就業・生活支援センター（県内６箇所）

知的障害者社会自立
促進事業

238
  在宅の知的障害者に対しての日常生活の援助を行う。
  ・知的障害者地域生活援助事業
  　食生活、金銭管理、健康管理等の日常生活援助

市町地域生活支援事
業

154,941

障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、
地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を実
施する。
　・相談支援事業、成年後見制度利用支援事業 等

障害者地域生活支援
推進事業

19,203
障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、

地域生活への移行を推進する。
　・地域生活定着支援センターの設置・運営　等

医療的ケア児支援推
進事業

694
　医療的ケアが必要な障害児とその家族の地域生活を支援する。
　・関係機関の連携体制の構築
　・家族相談会・交流会の実施　　等

医療的ケア児支援セ
ンター運営事業

7,591

医療的ケア児及びその家族その他の関係者に対する専門的な相談
支援を行う拠点として、医療的ケア児支援センターを運営する。
　・専門相談支援、関係機関等への情報提供・連絡調整等
　・コーディネーター養成研修等の実施
　・介護職員等を対象とした喀痰吸引等研修の実施

障害者支援課
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

医療的ケア児家族レ
スパイト環境緊急整
備事業

13,500
医療的ケア児を介護する家族の身体・精神的負担の軽減を図るた

め、医療的ケア児の受入れが可能な短期入所を開設・拡充する法人
に対し、必要な設備整備及び備品購入等に要する費用を補助する。

新
医療的ケア児安心子
育て推進事業

30,435
医療的ケア児が健やかに成長できるよう、医療的ケア児の受入れ

が可能な障害児通所支援事業所を開設・拡充する法人に対し、必要
な看護職員配置や設備整備・備品購入等に要する費用を補助する。

障害福祉事業所ＩＣ
Ｔ等導入モデル事業

850
障害福祉サービス等事業所の業務効率化や業務負担軽減を図るた

め、モデル事業所へのＩＣＴやロボット導入を支援するとともに、
セミナー開催を通じて県内事業所への導入を促進する。

障害者就労支援事業 4,407

障害者就労施設に対し、工賃向上に向けた取組や経営改善を支援
する。
　・企業等からの受注確保に向けた共同受注窓口の機能強化　等
　・就労継続支援Ａ型事業所に対する経営改善支援

高次脳機能障害支援
普及事業

9,400
高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、普及啓発、障害の

特性に応じた支援手法に関する研修、関係機関との地域支援ネット
ワークの充実等を行い、支援体制の基盤整備を図る。

障害者福祉施設整備
費補助事業

450,353
障害のある人が、地域において適切な障害福祉サービス等が受け

られるよう、県障害福祉サービス実施計画に基づき、事業所等の基
盤整備を促進し、サービス提供体制の充実を図る。

農福Win-Win連携事
業

7,118

農業分野と福祉分野における課題解決のため、お互いに協力し合
うことで新しい価値を生み出すと同時に、双方に利益をもたらし良
好な関係構築できる農福連携を推進する。
　・農福連携マルシェの開催
　・農福連携マッチングの支援

障害者権利擁護セン
ター運営事業

7,590
「障害者権利擁護センター」を設置し、障害者虐待の未然防止や

早期発見、迅速な対応その他適切な支援を行うため、相談窓口の設
置や関係機関等の協力体制の整備、支援体制の強化などを図る。

難聴児支援推進事業 5,323

難聴児とその家族等に対し、乳児期から切れ目なく、多様な状態
像に応じた支援を推進する。
　・難聴児支援地域協議会の設置、家族支援・人材育成
　・軽度・中等度難聴児補聴器購入費等補助事業

発達障害児地域支援
体制強化事業

638
発達障害児やその家族に対する適切な支援が“身近な地域で、切

れ目なく”受けられるよう、市町及び関係支援機関による地域支援
体制の強化を図る。

発達障害者支援セン
ター運営事業

23,324

発達障害児（者）及びその家族等に対する相談支援、発達支援、
就労支援や関係機関等との調整を行う「発達障害者支援センター」
を運営する。
　・地域支援マネージャーによる困難事例へのバックアップ
　・地域のかかりつけ医等への発達障害対応力向上研修実施

こどもの発達支援体
制整備事業

12,000

各圏域の児童発達支援センターを中心とした、地域の障害児や発
達の気になるこどもへの支援体制の整備を行う。
　・専門職員（言語聴覚士等）による保育所等への巡回支援
　・保育所等職員向け研修の実施
　・外来相談対応

児童保護費 342,214
要保護児童に対し、障害児入所施設等への保護措置を行い、保

護、指導、治療等を行うことにより、児童の健全な育成、福祉の積
極的増進を図る。

障害者支援施設等光
熱費高騰対策支援事
業

193,903
障害者支援施設等において、質の高いサービス等が継続できるよ

う、光熱費高騰に対する支援金を支給する。

障害者支援施設等食
材料費高騰対策支援
事業

109,862
障害者支援施設等において、利用者への食事提供に影響が生じな

いよう、食材料費の上昇分を支援する。

107



（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

保育・幼児教育総合推
進事業

8,703,614
保育所、幼稚園、認定こども園及び小規模保育等に対す

る「施設型給付」及び「地域型保育給付」の支給を行い、
幼児期の学校教育・保育を総合的に推進する。

やまぐち子育て応援第
２子以降保育料無償化
事業

940,966
本県独自の保育料無償化を実施し、地域全体で子育て世

帯の経済的負担を軽減する。

地域子ども・子育て支
援事業

2,365,260
子育て家庭のニーズに応じた、延長保育、放課後児童ク

ラブ等の地域の子育て支援を推進する。

多子世帯保育所副食費
軽減事業

11,674
第３子以降の副食費について、一定の所得層の世帯に対

する負担軽減を実施する。

民間保育サービス施設
入所児童処遇向上事業

860
　認可外保育施設に入所している児童の処遇向上を図る。
　・児童健康診断費、職員健康診断費の助成　等

みんなで子育て応援推
進事業

17,004

「やまぐち子育て連盟」を中心に、地域や企業、関係団
体と連携し、子育て県民運動を推進するとともに、結婚、
妊娠・出産、子育てに対する切れ目のない支援を推進す
る。

子育て支援・少子化対
策推進事業

2,421

子育て文化創造条例に基づく子育て文化審議会の運営や
県民運動の取組促進、並びに「やまぐち子ども・子育て応
援コンソーシアム」の取組による企業と子育て支援団体と
の連携強化等を通じて、子育て支援・少子化対策を推進す
る。

やまぐち出産・子育て
応援事業

181,463
妊婦・子育て家庭に対する支援の充実を図るため、国に

よる子育て世帯への伴走型相談支援と経済的支援の一体的
な実施にあわせ、山口県独自の取組を実施する。

拡
あなたの希望を叶える
結婚応縁事業

103,000

少子化の主な要因である未婚化・晩婚化の解消を進める
ため、結婚を後押しする取組の充実や出会いの場の拡大を
図り、若い世代等が結婚の希望を叶える環境づくりを推進
する。

未来を描く！学校内子
育てひろば推進事業

1,187

中学校や高等学校内に、乳幼児親子が集う「子育てひろ
ば」の開設を支援し、未来を担う若い世代が、家庭や子ど
もを持つことの楽しさや素晴らしさを身近に感じる機会を
創出する。

やまぐち子ども・子育
て応援ファンド事業

14,300
寄附金等を財源としたファンドを活用し、子育て支援に

取り組む団体の主体的な活動を支援する。

新
休み方改革・ライフデ
ザイン推進ファンド事
業

5,000
企業からの寄附金を活用し、「こどもや子育てにやさし

い休み方改革」を推進するとともに、若い世代のライフデ
ザイン構築を支援する。

安心こども基金積立金 419,450
国交付金により基金を造成し、これを活用して子どもを

安心して育てることができるよう体制整備を行う。

安心安全保育体制強化
事業

53,460
子どもの安心安全を確保するため、保育所等における特

に繁忙な時間帯にスポット支援員を配置する取組を支援す
る。

拡
こどもまんなか保育体
制強化事業

550,874
保育士がこども主体の保育業務に注力できる体制を整備

するため、保育士の独自加配及び保育補助者等の配置支
援、マネジメント支援を実施する。

こども政策課
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

保育士確保総合対策事業 18,788
保育士の確保を図るため、新規卒業者の確保や再就職支

援、保育士の待遇改善の取組を総合的に推進する。

拡
保育の担い手全力サ
ポート事業

153,379

県内及び県外養成施設の学生を対象とした返還免除要件
のある無利子貸付事業に、新たに就職準備金のみの貸付及
び高校生向け内定制度を創設し、保育の担い手の新規開拓
を行う。

新
合格応援！保育士試験
対策重点支援事業

8,000
保育人材の確保及び保育の質の向上を図るため、保育士

試験により保育士資格の取得を目指す者に対して試験対策
に係る支援を実施する。

放課後児童クラブ体制
整備緊急対策事業

22,513
子育て家庭の利用ニーズが高い、時間を延長して対応す

るクラブや長期休暇期間に開設するクラブへの支援を実施
する。

誰もが育ち・学び・遊
べる保育環境づくり推
進事業

48,706
誰もが等しく育ち・学び・遊べる環境を整備するため、

私立保育所等における多様性に配慮したインクルーシブ遊
具等の整備及び改修に要する経費の一部を支援する。

保育人材スキルアップ
支援事業

23,230
保育士等のキャリアパスを見据えた体系的な研修等の実

施により保育人材の育成・確保を図る。

子育てＡＩコンシェル
ジュ運営事業

8,858
ＡＩチャットボットの導入により、県民からの子育て等

に関する問い合わせに24時間365日対応できるシステムを運
用し、子育てに必要な様々な機能や情報を提供する。

保育所障害児受入促進
事業

3,430
障害児受入に必要な改修等に係る経費を支援し、保育所

等における障害児受入を促進する。

子育て支援環境づくり
推進事業

423,704
児童養護施設等の入所施設や放課後児童クラブ等の整備

を行い、入所児童の処遇改善や地域における子育て支援の
基盤整備を促進する。

切れ目のない妊娠・出
産・子育て支援推進事
業

102,359
不妊・不育症への支援や若い世代への健康支援対策等を

行い、妊娠前から子育て期にわたる切れ目のない支援の取
組を推進する。

しあわせ運ぶ妊活応援
事業

203,000
安心して不妊治療を受けられる環境を整備するため、生

殖補助医療及び生殖補助医療と併用して実施される先進医
療に係る費用の一部を支援する。

新
妊婦健診に係る交通費
支援事業

4,158
遠方の産科医療機関等で妊婦健診を受診する必要がある

妊婦に対して、交通費の支援を実施する。

新
母子保健の充実による
ウェルビーイング向上
事業

24,000

産後ケア事業の充実により、母子とその家族が健やかな
育児ができるよう支援するとともに、若い世代が早い時期
から将来のライフプランを考えて日々の生活や健康と向き
合えるようサポートすることで、子どもや子育て世帯の
ウェルビーイングの向上を推進する。

保育所副食費等物価高
騰対策支援事業

148,500
保育所等において、これまでどおりの栄養バランスや量

を保った食事の提供が行われるよう、食材料費に係る増加
経費に対する支援を実施する。

保育所等光熱費高騰対
策支援事業

24,970
保育所等において、質の高いサービス等が継続できるよ

う、光熱費高騰に対する支援金を支給する。
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

青少年育成県民運動
事業

1,585
青少年が健やかに育つ環境づくりを進めるため、広く県民の総意

を結集して青少年育成県民運動を展開する。

子どもの虐待対策強
化事業

50,955
児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応、保護児童の社会的

自立に至るまで、切れ目ない支援の強化を図り、全ての子どもが健
やかに育つ地域社会の実現を目指す。

家庭的養護推進事業 8,218
社会的養護を必要とする子どもに対し、里親委託等の家庭的養護

を推進するため、里親のスキルアップ研修や養子縁組の推進を図
る。

拡
子どもの虐待対策体
制強化事業

11,679
児童相談所や市町等の児童虐待対策に関わる職員の資質向上や関

係機関の連携強化など、児童虐待防止対策の体制強化を図る。

つながるやまぐちＳ
ＮＳ相談事業

29,424
　子どもや子育て等に関する相談にワンストップで対応するＳＮＳ
相談体制を整備する。

拡
ヤングケアラー相談
支援体制整備事業

6,600
　家事や家族の世話などを日常的に行うヤングケアラーを早期に把
握し、適切な支援につなげるため、支援人材の育成や相談窓口の整
備等の取組を実施する。

新
親子関係再構築支援
体制整備事業

40,000
虐待等により傷ついた親子関係の再構築に向けた専門的な支援を

実施する。

特定妊婦等支援環境
整備事業

12,000
出産やその後の育児に困難が予想される妊婦等への相談対応や生

活支援等を実施する。

社会的養護のこども
権利擁護環境整備事
業

10,000
児童養護施設入所児童等が施設入所等の措置や処遇等に関して意

見を表明することを支援する。

拡
社会的養護経験者等
自立サポート事業

10,000
社会的養護経験者等への相談支援や一時的に滞在できる居場所の

提供等を実施する。

新
山口県みほり学園施
設整備事業

70,500
本県の児童心理治療の拠点である山口県みほり学園の機能強化に

向けた施設整備を実施する。

児童保護費 4,708,107
児童養護施設や里親等に措置した児童の心のケアや社会的自立等

の支援を行うことにより、児童の健全な育成を図る。

児童等処遇改善費 3,906
児童保護費では不足している、私立高校の授業料の一部や里親等

が加入する損害賠償保険の保険料を支弁する。

児童手当等交付金 2,672,839
子どもを養育する家庭等における生活の安定に寄与するととも

に、次代の社会を担う子どもの健やかな育ちに資することを目的と
する。

ひとり親家庭自立支
援給付金事業

10,140
ひとり親の求職活動の促進と、職業生活の安定を図るため又は就

職に有利な資格・技能習得を容易にするため、自立支援給付金を支
給する。

ひとり親家庭等就業
支援強化事業

32,067
「母子家庭等就業・自立支援センター」を中心とした就業自立支

援体制の充実・強化により、母子家庭等のニーズに対応した支援を
実施する。

養育費履行確保支援
事業

6,675
養育費の取り決め及び履行確保に向けた総合的な支援を実施す

る。

地域こどもの居場所
づくり体制強化事業

33,079
子どもの視点に立った多様な「子どもの居場所づくり」の推進に

向けた市町の体制整備や民間団体の取組を支援する。

拡
大学等受験料補助事
業

44,300
ひとり親家庭や低所得子育て世帯のこどもの進学に向けたチャレ

ンジを後押しするため、大学等の受験料の補助を行う。

新
こどもまんなか育成
支援活動プラット
フォーム形成事業

13,000
教育や福祉など子育て支援機関による連携基盤を形成し、子ど

も・若者のニーズに対応した多様な体験機会を創出する。

ひとり親家庭等日常
生活支援事業

1,714
母子家庭、父子家庭及び寡婦であって、一時的に介護や保育等の

サービスが必要な場合等に、家庭生活支援員を派遣し、必要な生活
援助、保育等のサービスを提供する。

児童扶養手当支給事
業費

150,371
ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児

童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。

母子父子寡婦福祉資
金貸付金

71,559
母子家庭や父子家庭、寡婦に対し、経済的自立の促進と生活意欲

の助長を図るとともに、その扶養している児童の福祉を増進するた
め、福祉資金の貸付けを行う。

児童養護施設等光熱
費高騰対策支援事業

9,480
児童養護施設等において、質の高いサービス等が継続できるよ

う、光熱費高騰に対する支援金を支給する。

児童養護施設等食材
料費高騰対策支援事
業

8,813
児童養護施設等において、利用者への食事提供に影響が生じない

よう、食材料費の上昇分を支援する。

こども家庭課
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